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平成２７年１１月１３日
西日本シティ銀行

法人ソリューション部
部長 鴫山 一仁

NCB九州６次化応援ファンドの取組について

アグリファイナンスについて

―農林水産業成長産業化に向けて金融機関に期待される役割―パネルディスカッション資料



法人ソリューション部の組織体制

【医療・福祉】

　⇒医療機関、福祉・介護ビジネスを取り巻く経営課題にソリューションを提供します。

【不動産】

　⇒お客様の遊休不動産に対し、土地の特性に合わせた有効利用の提案を行います。

【流通】【商談会】

　⇒百貨店や、スーパー等との商談会を積極的に実施し、お客様の販路拡大のお手伝いをしております。

【食品・農業・環境】

　⇒農業・環境分野に関する資金ニーズをはじめ、業界を取り巻く経営課題にソリューションを

　　提供します。

【運輸・倉庫】【サービス】

　⇒サプライチェーンを通じて、お客様のニーズに応じたソリューションを提供します。

【シンジケートローン、ノンリコースローン、コベナンツローン、ファンド関連】

【ＡＢＬ、ＰＦＩ、デリバティブ、私募債等】

　⇒お客様のニーズに合った多様な資金調達のお手伝いを行っております。

【Ｍ＆Ａ、事業承継】

　⇒企業合併・買収業務や事業承継に関する様々な課題に最適なソリューションを提供します。

【信託代理店、年金信託、確定拠出年金】

　⇒お客様の退職金制度に関することや、自社株承継信託等の信託業務も信託銀行の代理店として

　　ご相談に応じます。

【エージェント業務、企画・調査】

法
人
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コーポレート
　アドバイザリー
  　　　　　グループ

リスク管理
　　グループ

フィナンシャル
　アドバイザリー
　　　　グループ
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【西日本シティ銀行の農林漁業分野への取組について】

・平成１８年６月 日本政策金融公庫（旧農林漁業金融公庫）と「業務協力協定」を締
結

・平成２１年２月 福岡県農業信用基金協会保証付融資商品『ＮＣＢ農業応援資金』
の取扱開始

・平成２２年５月 法人ソリューション部を現体制に組織変更し、『農業食品環境チー
ム』を設置し取組を強化する

・平成２５年３月 農林漁業成長産業化支援機構（Ａ-ＦＩＶＥ）と弊行にて、ＮＣＢ九州６
次化応援ファンドを設立

・平成２６年３月 日本政策金融公庫との提携融資商品『ＮＣＢ農業応援資金Ｌ』の取
扱開始

１．西日本シティ銀行の農林漁業分野の取組について

専門スタッフ人員

平成20年6月 ２名

平成22年5月 ４名

平成26年4月 ５名

現在 ５名で活動中
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２．九州の１次産業分野のマーケットについて

農業の国内生産額推移
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1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

年

(兆円)

（農業８兆円 林業・水産３兆円）

１次産業
（農林水産業）

約10兆円
２次産業

（関連製造業）
３次産業

（流通・飲食業）

約90兆円

価値連鎖
約100兆円

輸入農産物の品
質問題の影響も
あり、国産農産
物が見直され、
農業生産額は底
堅く８兆円程度で
推移中。

ピークは１９８４年１１兆７千億円

農業８兆円＋林業水産業２兆円＝国内１次産業生産額１０兆円（2010年）

・１次産業の国内生産額は１０兆円規模だが、２次・３次産業による付加価値によって、消費段階では１００兆円規模に至る。
・１割経済といわれる「九州」であるが、農業については約２割の農業生産を担っており、日本の食糧生産地として重要な地域である。

１次産業マーケット（マクロ環境）

（２０１０年農林水産省統計より／単位：兆円）

5% 4% 1% 100%5% 23% 9% 5%割合 20% 12% 16%

0.4 0.3 0.1 8.10.4 1.9 0.7 0.4
地域別

農業粗生産額
1.6 1.0 1.3

中国 四国 沖縄 合計北陸 関東・東山 東海 近畿九州 北海道 東北

農業国内生産額の地域別内訳（林業・水産業除く）
九州は日本の「１割経済」と概括される

九州の面積４４，４７１ｋ㎡（全国の１１．８％）

九州の人口１，４５２万人（全国の１１．４％）

域内総生産（ＧＲＰ）５２．５兆円（全国の９．６％）

電力消費量・小売業年間販売額、地方自治体財政
規模などの主要経済指標も全国の１割前後である・農産物生産については、全国の約２０％を九州で生産中。

・海面養殖業については、全国の約３０％を九州で生産中。
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【強み】

・販売ネットワーク

・マーケティング力

・物流ノウハウ

・ＩＴ技術

６次産業化
パートナー企業

成長資金＋販路,ノウハウ
供給

農林漁業者出資分
（主たる経営者）

（Ａ％）

６次産業化パートナー
企業出資分

（Ｂ％）＞
「NCB九州６次化応援ファンド」出資分

（上限５０％）

【強み】

・高品質生産

・大規模供給能力

・トレーサビリティ対応力

・生産者グループ形成力

農林漁業者

【６次産業化事業体】

議決権のある株式構成

自己
資金
等

事
業
に
必
要
な
資
金

資本金

成長資金＋農林水産物供給

劣後
ローン

農林漁業者の議決権がパートナー企業を
上回っていることが必要。

機構

それぞれの強みを活かした合弁企業体を設立
し、生産から販売までの商流を一貫して行う。

☞ファンド活用のポイント

 融資ではなく出資なので、毎月の返済、利息負担は
ない。

 出資と同時に、総合化計画認定企業（６次化認定企
業）となり、６次化の補助金対象の企業となる。

 ６次化の補助金は、設備投資額の１/３、銀行融資
額以下、１億円を上限とする。

 注目度が高く、対外的なPR効果が期待できる。

３．ファンド活用の主要メリットと投資先イメージ
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４－１．出資決定案件の概要

№
パターン

（下表参照）
出資決定時期 ６次産業化事業体 所在地

出資金額

（百万円）
事業内容

１ ② 平成２５年９月 沖縄栽培水産㈱
沖縄県八重山郡

与那国町
４０

沖縄県与那国島において高品質な車えびの養殖技術を導入し
、周年販売を実現、さらには、最新の技術を用いて車えびを冷
凍加工し、販売を行う事業。

２ ① 平成２５年１０月 西日本水産㈱ 福岡県福岡市 ６０

シラス資源の逼迫により、通常のウナギ養殖がコスト高となる中
、これまで有効に活用されていなかった未成熟なウナギを、シャ
コの残渣を有効活用した特殊飼料により再肥育することで、成
熟したうなぎとして出荷する加工販売事業。

３ ① 平成２６年５月 西日本フレッシュフーズ㈱ 熊本県熊本市 １５０
熊本県の生産者が、パートナーの青果卸会社と連携し、市販用
及び業務用のカット野菜・カット果物サラダ等の製造販売事業
に進出することで、原材料の付加価値向上を目指す事業。

４ ② 平成２７年２月 ㈱ヴァンベールフーズ 福岡県福岡市 ２０
養蜂を営む農業生産法人㈱ヴァンベールと能古島を中心とした
農業者が連携して生産した農産物を、㈱ヴァンベールフーズが
、はちみつやはちみつ加工品等を製造・販売していく事業。

５ ① 平成２７年３月 ㈱タケノフードサービス 福岡県福岡市 ７０
鶏卵と鶏肉の生産を行うタケノファーム㈱と飲食店の運営を行う
㈱タケノが共同出資する企業で、鶏すき・水炊きを提供する飲
食店経営に取組む事業。

６ ② 平成２７年３月 ㈱ファームクリエイト 熊本県菊池郡 ４２
肉用馬の生産を営む㈱フジチクと肉用牛の生産を行う農事組
合法人フジ・ファームにて生産された牛肉・馬肉をメイン食材とし
㈱ファームクリエイトが焼肉店経営に取組む事業。

７ ② 平成２７年８月 ひのっ子ファーム㈱ 広島県安芸郡 ５０
石垣島産のマンゴーと広島県芸北産の原木椎茸を使用して加
工品（マンゴープリン、マンゴー梅酒や乾燥椎茸、椎茸加工品等
）を製造、販売する事業。

合計 ４３２

平成２７年９月１８日現在、全国の出資決定件数は、７０件/４,４８７百万円です。

当行の出資決定件数は、７件/４３２百万円で、地方銀行では件数１位、金額２位の実績です。

業種は、水産業、農業、養蜂業、畜産業と多岐に渡っています。
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４－２．出資決定案件のアプローチパターン

①川下から川上パターン ②川上から川下パターン ③新需要パターン

３次のニーズに合わせて
1次生産側で工夫を行う

生産物に「健康」や「新
鮮」などの付加価値のある
ものを消費者へ届ける

海外展開・輸出
「健康」をキーワードに医療福祉
と農業食品分野が連携するなど、
新需要を創出する

カット野菜・液卵
ワイン用ブドウ生産など

農家レストラン、ブランド牛、
ご当地グルメ、ワイナリーなど

海外展開・輸出、
医療福祉と農業の連携など

類型

概要

事業例

バリュー
チェーン
イメージ

3次
（販売）

2次
（加工）

１次
（生産）

【エンドユーザーのニーズに沿った製品を供給】

3次
（販売）

2次
（加工）

１次
（生産）

【１次産業の良いものを加工販売へ展開】

3次
（販売）

2次
（加工）

１次
（生産）

【医療・福祉・食品・農業連携】【輸出】

異業種

上記のＮＣＢ九州６次化応援ファンドで投資した案件は、下記の３パターンに分類できます。

６次化応援ファンドの活用の主要メリット

（経済面）事業リスクの低減

（事業面）強みを持った生産者の囲い込み（量・質の確保）

パートナー企業

（製造・販売）

（経済面）少額投資で事業拡大が可能

（事業面）事業主導権の確保、販売先の確保
農林漁業者
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５．農林漁業６次産業化セミナー開催について①

平成２５年２月：

ＮＣＢ九州６次化応援ファンド設立前に、６次産
業化のセミナーを開催した。

セミナー定員１５０名に対し、２５０名の参加があ
り、６次産業化への関心度の高さを伺うことがで
きました。

平成２５年７から平成２６年２月にかけて、宮崎県の１次産業者に向けて、５
回のセミナーを開催しました。

過去５回のセミナーで学んだことを活かして、平成２６年３月に百貨店・スー
パー等の小売店のバイヤーをお招きして商談会を実施しました。
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５．農林漁業６次産業化セミナー開催について②

注目度の高い農林漁業分野について、九州３都市でセミナーを開催しました。

平成２６年１１月から平成２７年２月にかけて、専門家を招き、講演会やパネルディスカッションを
通じて、「農林漁業の６次産業化」分野における最新の情報を提供いたしました。
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会場 長崎・佐賀会場 大分会場 熊本会場

開催地

（会場）

諫早市

（諫早観光ホテル道具屋）

大分市

（ホルトホール大分）

熊本市

（ホテルニューオータニ熊本）

開催日 平成２６年１１月１８日 平成２７年１月２０日 平成２７年２月２７日

定員 ２００名 １５０名 ２００名

参加者 ２７９名 １６６名 ２０５名

５．農林漁業６次産業化セミナー開催について②
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６．公的機関・関係機関との連携

平成２１年２月：

福岡県農業信用基金協会との提携し農
業者向け資金制度取扱開始（対象者：福
岡県内農業者のみ）

平成２６年３月：

日本政策金融公庫（農林水産事業）との
提携商品の取扱開始（対象者：営業エリ
ア内の農業者）

開催地 参加者

平成２３年１月 福岡市 ３３名

平成２３年１１月 北九州市 １１名

平成２３年１１月 久留米市 ２２名

平成２５年１１月 福岡市 ２８名

平成２６年１０月 福岡市 ５９名

平成２７年１０月２９日 福岡市 ２８名

大分県農林水産部と共催で「農業参入セ
ミナー」開催。本年で７回目となります。
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７．アグリビジネス支援体制について

当行のアグリビジネスへの取組が『農業ビジネスマガジン』２０１５年冬号に掲載されました。

【１次生産者とのコミュニケーションが円滑に進むように・・・】
■ 日本政策金融公庫農業経営アドバイザー合格者９名

→農業経営に精通した専門スタッフがアドバイスできる体制ができています。

■ 福岡県・長崎県・熊本県の農業法人協会に加入しており、経営者への最新
情報の提供と、経営者から喫緊の課題等をヒアリングしています。
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≪お問合せ先≫
西日本シティ銀行 法人ソリューション部

〒812‐0011
福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目3番6号
TEL： 092‐476‐2741   FAX： 092‐476‐2749
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